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• 大規模の火災被害

Ⅰ はじめに

東日本大震災 2011.3.11
火災件数 371件 地震火災212件 津波火災159件

火災による死者 7人

日常的に発生する火災（平成24年中）• 日常的に発生する火災（平成24年中）

出火件数 44,189件 内建物火災 25,583件

建物火災による死者1,323人 内住宅火災1,017人
3

火災被害軽減に向けた取り組みの現状と課題 平成２５年度建築研究所講演会

①具体的な火災被害の軽減

– 市街地大火

Ⅱ 研究の背景 防火研究の流れ

経験則
市街地大火

– 耐火建築物の火災

– ビル火災（煙）による死者

→法令の整備、規制の強化

現象の理解

シミュレーション技術
性能評価

②防火設計と性能規定化

経験則から工学へ →規制の合理化

③新たな危険やニーズへの対応
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性能評価

性能設計
火災リスク
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性能検証の例
避難安全性能の検証

煙にさらされずに避難できること

避難開始時間

設計火源

発生する煙の予測
在館者人数、避難経路
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避難開始時間

＋ 歩行時間

＋ 出口の通過時間

≦ 煙の降下時間

煙制御の計画
排煙設備、防煙区画など

避難計画
出口の数や配置など
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材料 部材 室・区画 建築物 地域・都市

出火防止

避難安全
避難困難者の避難計画

避難安全性能評価
広域避難対策

防火の目的

着火性状

燃焼性状

放火対策

ガス有害性

難燃化技術

倒壊防止

市街地火
災の防止

消防活動
支援

避難安全性能評価

出火原因調査 屋内延焼モデル 市街地延焼モデル

都市レベルの防火対策

火災拡大・延焼防止技術

火災性状予測

倒壊防止技術

消防活動の性能評価

火災外力デ タベ ス

煙性状予測・制御技術

防火研究分野と主な課題

総合防火設計

リスクによる総合評価

試験方法

データの信頼性確保

性能評価の試験技術

火災外力データベース

国際標準化対応
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○防火材料

•材料の燃焼時の特性を把握する試験技術、試験方法の改善

防火関連の主な研究課題

料 燃焼 特 把 す 試験技 、試験 法 改善

•新しい材料の燃焼特性を適切に評価できるか？

○構造耐火

•耐火性能を検証するための技術
–火災性状や部材への入射熱の予測、防火区画の性能確保など

•木造建築物の耐火性能の確保

○市街地火災

•市街地延焼シミュレーションモデル、火の粉の飛散性状の予測

○火災安全設計

•防火基準の性能規定化の促進、火災リスクの評価など
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○構造耐火

•多様な加熱強度を被る構造体の保有耐火時間の等価性評価に関する研究
（H25‐26）
加熱条件や寸法 変化および吸発熱性に応じた耐火性能 推定手法に関

H25実施の研究課題

•加熱条件や寸法の変化および吸発熱性に応じた耐火性能の推定手法に関
する研究（H25‐26）
•既存建築ストックの再生・活用を促進するための技術及び適用システムに
関する研究（PCM補修）（H23‐25）
○木造

•木材の利用促進に資する中層・大規模木造建築物の設計・評価法の開発
（サブテーマ：防耐火上の基準見直しのための技術資料の整備、H23‐25)
○市街地火災

•市街地防火を目指した火の粉の火持ち性状に関する研究（H24‐25)
○火災安全設計

•緊急性が高い既存不適格建築物の火災安全性向上技術の開発（H23‐25)
•グリーンビルディングの火災安全上の課題に関する調査（H25）
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• 大規模木造建築物に対する防火規制

Ⅲ 中層大規模木造建築物の火災安全

←過去の市街地大火の経験

• 近年、欧米では中層木造が実現

• 木造利用、木造建築物への関心

「公共建築物における木材利用の促進に関する法律」2010

• 新しい木造技術 ＆ 規制の見直し
「木材の利用促進に資する中層・大規模木造建築物の設計・評価法の開発」
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• 海外においても大規模木造は制限されてきた
しかし、現在は中層木造が実現可能に

１）木造建築物の防火基準

• 階数： 概ね4階程度

• 用途： 共同住宅、ホテル、事務所
（病院などの階数は低く制限）

• 耐火性能： 1時間 ＜日本の準耐火性能＞

• 消防： スプリンクラーの評価・義務付け消防 リンクラ 評価 義務付け

• 内装： 不燃化（木部が見えない）

• 木質外装： 使用範囲の制限（延焼防止、放水可能）

• 外壁開口部： 面積制限（隣棟への延焼防止）
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• メンブレン防火被覆：

せっこうボードなどで被覆、木が見えない

２）木質部材の耐火性能

せっ うボ ドなどで被覆、木が見えない

• 燃えしろ設計：

炭化により遅い燃え進み、大きな断面

必要断面燃えしろ 防火被覆
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• CLTパネルと LVB・LVLパネルの加熱試験

CLTパネル（Cross‐Laminated Timber Panel）

木質部材の炭化性状

CLTパネル（Cross Laminated Timber Panel）
比較的厚い断面の板を繊維の直交方向に貼り合わせたもの

 

• 炭化速度などの基礎的なデータを収集

• 試験体のパラメータ

壁厚、ラミナ厚、

樹種
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樹種、

接着剤の種類、

防火被覆の有無など
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• 加熱試験の結果

• 炭化状況
•
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(カラマツ19.3mm×7層API接着剤) 

(スギ19.3mm×7層RF接着剤) 
CLT一般部炭化図(90分加熱)
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LVL・LVB一般部炭化図(120分加熱)
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炭化速度
• CLTパネル スギ・防火被覆なし：

炭化速度が約0. 7mm/分
構造用集成材とほぼ同じ
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燃えしろ試験体 炭化速度約0.7mm/分

防火被覆試験体 炭化速度 約0.4mm/分

• CLTパネル スギ・防火被覆あり：
炭化速度が約0.4mm/分に低下
炭化開始は20‐30分遅い

• LVBパネル スギ、カラマツ
炭化速度は約0.6mm/分

• CLTの方が炭化層が脱落しやすい
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スギLVB試験体 炭化速度約0.6mm/分

カラマツLVB試験体 炭化速度約0.55mm/分

• CLTの方が炭化層が脱落しやすい

→CLTパネルは構造用集成材と
同じ炭化速度を適用可能

防火被覆の効果も考慮可能
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載荷加熱試験 崩壊荷重の1/3,1/4,1/6で試験

• 直交方向は荷重を支持しない

• 軸方向変位は、一定に増加する
のではなく増加しない時間がある 1.2

1.4

1.6

1.8

2

位
(m

m
)

CLT(W‐1)

CLT(W‐2) CLT(W‐3)

CLT(W 4)のではなく増加しない時間がある

• 直交層は防火被覆の役割

• 直交層を燃えしろ設計に反映

ラミナが少ないものは、防火被覆
が必要になる場合も
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合わせ部材の炭化性状
• 中断面の部材を組合せた場合に

ついて、燃えしろ設計の適用

• 実験から5mmを越えると、隙間の

合わせ部材の炭化性状

炭化が進む

• 部材の隙間が5mmより狭い場合、

一体の部材として燃えしろ設計を
適用することが可能

a 0mm b 3mm
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合わせ部材の炭化性状

c 5mm d 20mm
部材ごとに

燃えしろを設定
１つの部材として
燃えしろを設定
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３）木質内装空間の火災性状
同じ内装の仕上げでも、空間規模の

違いが火災性状に及ぼす影響を
把握
仕様1 天井 不燃 壁 木材

小規模空間 教室規模の空間

• 仕様1 天井：不燃、壁：木材
• 仕様２ 天井：木材、壁：木材

• 小規模の空間
仕様１と２ どちらもFO発生

• 教室規模の空間
仕様１天井不燃はFOに至らず

天井高さ 2.3ｍ
面積 約7.2㎡

天井高さ 2.79ｍ
面積 約58.4㎡

仕様２でも火災成長が遅い

→木質内装空間の性能評価ができる
と、安全に木材を利用できる範囲
を拡大できる可能性

17

火災被害軽減に向けた取り組みの現状と課題 平成２５年度建築研究所講演会

４）木造3階建て学校の実大火災実験

目的： 実大火災実験、部材実験、教室規模実
験等を実施し 木造3階建て学校に必要とされ験等を実施し、木造3階建て学校に必要とされ
る火災安全性を把握する
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予備実験
H24.2.22

準備実験
H24.11.25

本実験
H25.10.20

外観

構造 １時間の準耐火構造（現行は耐火構造を要求）

内装
壁：木質仕上げ
天井：木質仕上げ

壁：不燃材料
天井：不燃材料

壁：木質仕上げ
天井：準不燃材料

19

天井 木質仕 げ 天井 不燃材料 天井 準不燃材料

庇・
ﾊﾞﾙｺﾆｰ なし あり なし

目的 基礎的な知見を得る 防火対策の効果確認 基準案の検証
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予備実験 2012.2.22
実験結果：

①出火室は短時間にフラッシュオー
バーが発生

②噴出火炎による上階への延焼

約30分後には3層が同時に延焼

③防火壁を越えた延焼

④倒壊

96分後には、防火壁が倒壊。

噴出火炎による上階延焼（6分後）

122分後には全て倒壊。

課題：

早期の上階延焼防止、

防火壁を越えた延焼の防止など
20

3層が同時に燃焼（33分後）
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準備実験 2012.11.25
実験結果：

①内装不燃のため局所的な燃焼に留まる

着火後50分に再着火

②出火室は89分後にフラッシュオーバー
噴出火炎では上階延焼はせず

③床の燃抜けで129分後に2階へ延焼

③噴出火炎により139分後に3階へ延焼

④消火後も倒壊なし

結果：

89分後にフラッシュオーバー

結果：

・内装の不燃化、バルコニー・庇による
早期の上階延焼防止の効果あり

・防火壁、階段区画には延焼なし

→基準化の検討 21

139分後 3階に延焼
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本実験 2013.10.20
実験結果：

①火災が局所的な燃焼に留まる

着火20分後に再着火

②出火室は66分後にフラッシュオーバー

③噴出火炎により82分後に2階へ延焼

④噴出火炎により87分後に3階へ延焼

散水を断続的に行い燃焼を制御

④155分後実験終了、消火後も倒壊なし

結果

フラッシュオーバー 68分後

結果：

・天井不燃化による早期の延焼拡大抑制

・階段区画、防火壁を越えた延焼なし

・試験体の倒壊なし

→基準としてとりまとめ 22

2階から噴出火炎 83分後
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背景と目的

防火関連規定は規制強化を繰り返してきた結果

Ⅵ 既存建築物の火災安全

• 防火関連規定は規制強化を繰り返してきた結果、
既存不適格の建築物が発生

– 竪穴区画の既存不適格の可能性あり 約１０万棟

• 火災安全上の問題があるが、防火改修が進まない

→適切な防火改修が実施しやすい環境を整える

例えば 高性能 高機能の対策付加 ソフトの対策など例えば、高性能・高機能の対策付加、ソフトの対策など

23

目的： 既存不適格建築物の火災安全性を向上さ
せるため、適切な防火改修などを選択・実施する
ために必要な総合的な評価手法の開発
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（１）防火規定に関する既存不適格の実態調査

（２）既存不適格建築物に特徴的な火災危険性

１）研究開発の具体的計画

（２）既存不適格建築物に特徴的な火災危険性
の類型化

• 特に竪穴区画に注目し、改修パターンを示す

（３）既存不適格建築物の火災安全性能評価手
法の開発

• 実態に基づく初期火災性状、煙性状の予測など

• 維持管理の状況、可燃物、在館者の管理など

24
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火災安全上の問題があると思われるケース

EV
EV

EV

階段が区画されていない 階段の踊り場が廊下の一部で
階段が区画できない
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EV EV

階段の踊り場が廊下の一部で
階段が区画できない

テナント区画により2方向避難
が確保されていない
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遮煙スクリ ン

高感度の煙感知器

早期の避難開始、避難誘導

竪穴区画
吹抜け

遮煙スクリーン

可燃物の管理
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＜改修パターンの例＞
a) 高性能・高機能のハードの対策を付加
b) ハード対策の不備をソフト対策で補う
c） その他
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可燃物配置が異なる場
合の火災性状予測

火災安全性能評価手法の開発

アルコールパン
(BxW:0.5x0.5m)

区画内寸(B W H合の火災性状予測

・可燃物の量が同じでも
配置により区画内の
温度分布が異なる

→可燃物配置を評価

区画内寸(BxWxH:
2.65x2.65x2.65m)
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①中小規模建築物における火災被害の軽減

築

Ⅴ 今後取り組む課題

大規模・高層の建築物は火災リスクを
減らすために何重にも防火対策

小規模の建築物は火災リスクが高い？

②持続可能な社会に対応した防火対策②持続可能な社会に対応した防火対策

内装や外装への安全な木材利用

グリーンビルディングの火災安全
28
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③避難弱者への対応

Ⅴ 今後取り組む課題（続き）

自力での避難な困難な人の避難安全

避難安全のバリアフリー、
エレベータ利用避難など

④防火基準の更なる性能規定化

性能検証法の改善 拡充性能検証法の改善、拡充

地震後の建築物の火災安全

防火対策の耐震化、市街地火災と広域避難など

29
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• 火災安全に関する研究成果が、新しい空間
の実現に貢献

Ⅵ おわりに

の実現に貢献

• その陰でその恩恵を受けていない建築物も

• 災害は弱いところに集中

• 研究は先回りして備えておくことが重要
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